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平成２４年度科学技術関係予算概算要求の概要

平成２４年度 平成２３年度
（予算額）

前年度増減

科学技術関係経費 5,816 5,862 △0.8%

一般会計 1,689 1,426 18.4%

うち日本再生重点化措置要望枠 190 － －

うち東日本大震災からの復旧・復興対
策に係る経費枠

237
※

－ －

特別会計 4,128 4,436 △6.9%

うち日本再生重点化措置要望枠 407 － －

うち東日本大震災からの復旧・復興対
策に係る経費枠

20 － －

（億円）

○当省の平成２４年度科学技術関係予算概算要求額は５，８１６億円（対前年比０．８
％減）となっているが、これ以外に「東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経
費枠」で事項要求を行っているものがある。また、「日本再生重点化措置要望枠」
は５９7億円となっている。
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※これ以外に事項要求を行っているものがある。



平成２４年度科学技術関係予算の重点化
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●●億円（●●％増） ●●億円

平成24年度
概算要求額

アクション
プラン
該当施策

日本再生重
点化措置要
望枠

平成23年度
予算額

科学技術関係経費 5,816 985 598 5,862

うちグリーン・イノベーション 3,260 929 494 3,112

うち未来開拓技術 363 251 227 －

うちライフ・イノベーション 96 56 19 83

うち東日本大震災関係
200
※

－ － －

（億円）

※これ以外に事項要求を行っているものがある。

○総合科学技術会議で示されたアクションプラン等の方針に基づき、当省の科学技
術関係予算の概算要求は、「未来開拓技術」、「グリーン／ライフ・イノベーション」、
「東日本大震災関係」に重点化。



＜ 平成２４年度科学技術関係予算概算要求の主な項目 ＞

（億円）

参 考

事 業 名 ｱｸｼｮﾝ

ﾌﾟﾗﾝ該当
施策

特別枠

要望施
策

２４年度

概算要
求額

２３年度
予算額

増減額

○未来開拓技術実現プロジェクトの推進

・次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発【新規】
・超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発【新規】
・グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発
・革新炭素繊維基盤技術開発
・革新型太陽電池国際研究拠点整備事業
・革新型蓄電池先端科学基礎研究事業

○
○
○
○
○
○

○
○
○
○

40.0
60.0
66.5
18.4
26.5
40.0

‐
‐

17.2
2.5
20.6
30.0

+40.0
+60.0
+49.3
+15.9
+5.9
+10.0

○グリーン・イノベーションのための研究開発プロジェクトの推進

・低炭素社会を実現する超低電力デバイスプロジェクト
・グリーンＩＴプロジェクト
・太陽光発電システム次世代高性能技術の開発
・リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発【新規】
・新エネルギー系統対策蓄電システム開発技術
・戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業

○
○
○
○
○
○

○

25.0
31.1
65.3
35.0
20.0
25.0

15.0
31.1
59.8
‐

20.0
15.8

+ 10.0
0

+5.5
+ 35.0
0

+9.2

○ライフ・イノベーションのための研究開発プロジェクトの推進

・生活支援ロボット実用化プロジェクト
・がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト
・幹細胞実用化に向けた評価基盤技術開発プロジェクト

○
○
○ ○

13.0
11.0
15.0

11.5
6.8
5.0

+ 1.5
+ 4.2
+10.0

○東日本大震災の被災地における産学官連携等によるイノベーションの加速

・産学連携・共同研究支援事業【新規】
・福島県等における再生可能エネルギー研究開発拠点の整備
・企業等の国内立地の推進（イノベーション拠点立地等支援事業）

(復興枠)
(復興枠)
(復興枠)

200.0 ‐ +200.0
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○リーマンショック後、研究開発費は２年連続で減少。２００９年度は対前年比
▲１２％と急減。

○生産拠点だけでなく、研究開発部門についても「投資の縮小」や「研究開発
拠点の海外移転」の動き。

10.9 
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出所：2010年科学技術研究調査

急減

（年度）

（兆円）

企
業
の
研
究
開
発
費

１－１．企業の研究開発費は「縮小」

○「原発事故関連の品質保証対策に資源配分したため、研究開発費の縮小を
検討。」

（食品系メーカー（茨城県））

○「生産工場の復旧を優先して行っており、研究開発方針の変更もあり得る。」

（エレクトロニクス系メーカー（宮城県、福島県、神奈川県））

研究開発投資の縮小

～研究開発投資額上位２００社アンケートより～

○「安全かつ電力事情の安定している海外への研究開発拠点の移動を検
討中。」

（エレクトロニクス系メーカー（茨城県、千葉県、神奈川県、静岡県））

○「大きな損傷を受けた栃木県の研究所については、拠点の存続を含めた
検討に入っている。」

（食品系メーカー（栃木県、神奈川県））

○「国外の別拠点に一部機能を移転することを検討中。」

（材料系メーカー（千葉県））

研究開発拠点の海外移転

震災が企業の研究開発に与える影響に係るアンケート調査結果

4

１．我が国研究開発の現状と課題



○企業の研究開発費の大部分は、既存技術の改良に充当。将来の成長の種になる長
期的研究への投資は薄く、このままでは、画期的な新製品開発に向けたイノベーショ
ンが枯渇するおそれ。以前と比べ、４割以上の企業において短期的な研究開発が増え
ている。

○長期的研究については、政府の果たすべき役割は大きい。過去においては、リスクは
大きいものの将来が有望な技術には政府が大胆な投資を行い、民間の動きを先導。

研究開発の内容の変化

出所：2010年度産業技術調査
（オープンイノベーションに
関する企業アンケート）

（回答数）858社

短期的な

研究開発が
増えている
43.8%

中長期的な研究開発
が増えている 12.7%

変わらない
43.5%

市
場
開
拓
型
研
究

非
連
続
型
研
究

９割程度１割程度
1～2%

技術の飛躍は必要だが、市場は見えている研究
（事業化まで５～１０年）

例）有機ＥＬ、電気自動車、リチウムイオン電池

技術的に極めて困難で、現時点では市場が不透明
な研究 （事業化まで１０年以上）
例）量子ドット型太陽電池、リチウム空気電池、ナノカーボン

例）自動車のモデルチェンジ、
携帯電話の「春・夏モデル」

既存技術の改良
（事業化まで３年以内）

企業の研究開発の内訳（※）

既
存
技
術

改
良
型
研
究

※研究開発費の多い企業約５０社の技術担当役員から上図のように３分類した場合の

構成比を聞きとった結果から推定したおおよそのイメージ

１－２．企業の研究開発は「短期化」
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１－３．太陽電池・蓄電池分野における中国・韓国等の台頭①

＜太陽電池の国別シェアの推移＞

日本
14%

ドイツ
13%

米国
13%
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36%

台湾
13%

その他
11%
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日本：３２％
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＜太陽電池生産シェアの推移＞
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○再生可能エネルギーの抜本的な効率化の鍵を握るのは「電池」分野での競争力。

○我が国の電池分野の強みの源泉は、日本のお家芸である「材料技術」。しかし、太陽
電池や蓄電池は、国家間で熾烈な性能向上・市場獲得競争が繰り広げられている。

○太陽電池については、「サンシャイン計画」等の国家プロジェクトを軸に日本が先行し
、２００６年度まで世界シェア１位。その後、中国の追い上げにより、２００８年度に首位
の座から陥落。



１－３．太陽電池・蓄電池分野における中国・韓国等の台頭②

＜リチウムイオン電池のシェアの推移＞
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○電気自動車、携帯電話等に用いられているリチウムイオン電池については、世界のト
ップだが、韓国が急速に追い上げ、日本のシェアに肉薄。



○省庁の枠を超えた研究テーマを設定するため、文部科学省との合同検討会を開始。中長期的な視点か
ら実用化を目指して取り組むべき「未来開拓技術」を特定するとともに、特定された技術の研究開発推進
における両省の役割や連携の仕組み等について方向性を示す。

省庁の枠を超えた研究テーマの設定

成果重視のドリームチームによる戦略的実施

○研究開発から事業化まで一貫して担いうる、厳選して構成した実施主体（「ドリームチーム」）が取り組む。
併せて、トップランナー型の国際標準化の構築を展開。

○国が中長期的視点に立ち、多年度にわたり安定的に予算を確保することにより、集中的・計画的に研究開
発プロジェクトを推進する。

集中的・計画的な予算のコミット
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２－１．未来開拓技術実現プロジェクトの推進①

○我が国が抱えるエネルギー・環境制約等の構造的課題を克服し、将来の成長の姿
を描くために、既存技術の延長線上にない、夢のある「未来開拓技術」によって日本
再生を果たすべく、国が研究開発で新たな道を切り開くべき分野を絞り込み、研究開
発投資を重点化する。

２．科学技術関係予算の重点化

（例）次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発

A社 B社

D社

自動車メーカー大手3社

E社C社

磁石メーカ
ー国内上位
２社が参加

超省エネ型
鉄心を開発

世界トップレ
ベルの磁界
解析技術

磁石用特殊材
料を製造できる
唯一の企業

材料開発 モーター設計



グリーン・イノベーションの推進

２－１．未来開拓型技術実現プロジェクトの推進②

9

①電力を完全自給できる究極の分散型電源社会の基盤を構築 → 「電池革命」プロジェクト
未来開拓技術

革新型太陽電池国際研究拠点整備事業
【概算要求額：26.5億円（20.6億円）】

○太陽電池の発電効率を現状
の３倍に向上。

○蓄電池を組み合わせること
で、家庭や事業所における電
力の自給自足を実現。

シリコン型太陽電池

20%

60%

量子ドット型太陽電池

※発電量が年間約1,000億kWh以上増加。

発電効率

革新型蓄電池先端科学基礎研究事業
【概算要求額：40.0億円（30.0億円）】

○蓄電密度を現状の１０倍に
向上。

○電気自動車の走行距離をガ
ソリン車並に。 金属空気電池車 1000k

m

現状

東京 沼津 下関

100k
m

走行距離

大容量定置用蓄電池

超高効率太陽電池

超高効率モータ
超高効率太陽電池
大容量車載蓄電池

超高効率モーター
（超省エネ家電）

自動車は充電するこ
となく、1,000kmの走
行が可能に。

高効率太陽電池と蓄電池で
家庭の電力は自給自足に

（１世帯の消費エネルギー（年
間８，１６６ｋＷｈ）全てを賄える）

➢世界に先駆けて、成長と環境調和とが完全に両立した新たな社会を構築。

環境・エネルギー制約への挑戦



グリーン・イノベーションの推進

２－１．未来開拓型技術実現プロジェクトの推進③
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未来開拓技術

②世界一の省エネ・省資源社会を実現 →「エネルギー損失ゼロ革命」プロジェクト

○今後15年で電力消費が5倍に急増すると予想されるサ
ーバー等の電子機器 の消費電力を約３割削減。

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発

【概算要求額：60.0億円〔うち要望枠40.0億円〕 （新規）】

光エレクトロニクス
（既存のデータセンターは１／２５００のサイズに）

○電力需要の半分以上を占めるモーターのエネルギーロ
ス約２５％を削減。

○同時に、 レアアースフリー化による希少金属供給不安の
解消。

次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発

【概算要求額：40.0億円〔うち要望枠30.0億円〕（新規）】

次世代自動車、家電等への適用

モーター

5732億kWh

照明

1355億kWh

電熱（ヒーター）

954億kWh

その他

1955億kWh

消費電力量
9,996億kWh

電力消費内訳

モーター

ＩＴ機器やデータセンター
の消費電力が増大



○微小なうちにがんを発見する技術を極め、治
療成績を抜本的に向上。

○がんの特性に合わせた最適ながん治療のた
めの医療機器の研究開発を総合的に推進。

がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト
【概算要求額：11.0億円（6.8億円）】

幹細胞実用化に向けた評価基盤技術開発プロジェクト
【概算要求額：15.0億円〔うち要望枠5.0億円〕（5.0億円）】

○幹細胞の品質（均質化）・安全性（がん化防止技術）
の飛躍的向上。

○世界市場の10％の獲得を目指す。

健康長寿社会の実現

iPS細胞

➢幹細胞など最先端技術の実用化や、診断・治療技術の飛躍的向上により、国民
の豊かさを向上。

ライフイノベーションの推進

２－２．ライフ・イノベーションのための研究開発プロジェクトの推進
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画像診断システム 病理診断支援システム
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２－３．東日本大震災の被災地における産学官連携等による
イノベーションの加速

○ 震災等の影響により懸念される研究開発の「空洞化」を防ぐため、研究開発拠点
の整備等を支援するとともに、我が国のイノベーションを支える産学官の連携を促進
し、新たな産業の創出や優れた研究開発人材の育成を行う。

○東北地域において、地元大学、産業技術総合研究所、公設試験機
関、地場企業等が連携し、再生可能エネルギー等の技術開発・実
証を行うための研究開発拠点の整備等を推進する。

平成24年度概算要求額：復興枠で事項要求【復興枠】

福島県等における再生可能エネルギー研究開発拠点の整備

○密接な情報交換に基づくより深く幅広い共同研究の実施な
ど、産学双方がコミットするイノベーションの仕組み作りを
支援し、被災地における新産業創出を促進する。

平成24年度概算要求額：200.0億円（新規）【復興枠】

産学連携・共同研究支援事業

太陽光

風力

地熱

バイオマス

大学の技
術シーズ

企業

共同研究の実施

産業化・
実用化

共同研究契約知財蓄積

人材育成

産学官連携による枠組みの構築



○我が国が世界の最先端を狙える「強み」のある技術で、これまで
の延長線上にない「未来開拓技術」を中核として、エネルギー・環
境制約等の構造的課題の解決に向けた長期プロジェクトを実施。

○グリーン／ライフ・イノベーション分野の研究開発を重点的に推進
し、新産業の創出を実現。

○東日本大震災の被災地における産学官連携等により、イノベー
ションの実現に向けた研究開発拠点の整備等を推進。
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１．鉱工業の科学技術に関する研究開発
２．国家計量標準の整備、供給
３．地質の調査
４．地域産業の技術力の向上
５．技術経営力の強化に寄与する人材の育成

法人の概要

今後の取組の方向性

産総研の役割

１．設立：工業技術院の１６研究所等を統合して、

平成１３年４月１日に独立行政法人として設立

２．役職員数：役員１４名、職員数 ３，００５名（H２３．９．１）

３．平成２４年度要求額 ６４７．４億円

（平成２３年度当初予算額 ６１９．９億円）

内訳：運営費交付金 ６３９．０億円

施設整備費補助金 ８．４億円

別途「復興枠」で

「革新的再生可能エネルギー研究開発事業」を要求

○鉱工業の科学技術に関する研究開発の中心的研究機関として、国際的な展開も含めた新たなイノベーションを
創出していくための活動を戦略的かつ効率的に実施することにより、世界トップに立つ研究機関を目指していくこ
とを期待。

○平成２２年度から開始の第３期中期目標に基づき、「２１世紀型課題の解決」「オープンイノベーションハブ機能の
強化」を大きな柱に位置づけて、重点的に研究開発等に取り組み。

○グリーンイノベーションに関する取組

経済と環境を両立する「グリーン・イノベーション」の推進の
ため、太陽光発電等の低炭素社会に貢献する技術の開発
等を実施。

○ライフイノベーションに関する取組

国民生活向上のための「ライフ・イノベーション」の推進の
ために、創薬、医療、介護を支援する技術の開発等を実施。

「２１世紀型課題の解決

○新たなイノベーションシステムの構築
産学官が一体となった研究開発や実用化、標準化等を推進する
ための「場」を産総研が提供。

○イノベーティブな人材養成の推進
我が国も産業技術の向上に資することができる人材を社会に排
出するため、ポスドク等の若手研究者の育成や中小企業等の企
業研究者の受け入れを実施。

「オープンイノベーションハブ機能の強化

（独）産業技術総合研究所

（参考）各研究開発法人の戦略的な目標等

14



法人の概要

今後の取組の方向性

15

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）

項目 24年度 23年度
運営費交付金 1,412 1,287
補助金 3 31
委託費 80 163
産投出資金 5 12
合計 1,500 1,494

第４期科学技術基本計画が策定されたことを受け、将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実
現に向けて、ＮＥＤＯの有する技術開発プロジェクトマネジメント機能を活かした取組を促進。

安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現、エネ
ルギー利用の高効率化及びスマート化等を行うた
めに、必要な技術開発プロジェクトを推進

グリーン・イノベーションの推進

安全で有効性の高い治療の実現、高齢者・障害者
等の生活の質の向上のために、必要な技術開発プ
ロジェクトを推進

ライフ・イノベーションの推進

１．経済産業省の産業技術政策や環境・エネルギー
政策を、技術開発の面から具体的に実施する政
策実施機関

２．産官学の強みを組み合わせ、効果的に技術開発
プロジェクトを実施

３．京都議定書に基づくクレジットを政府に代わって
取得

ＮＥＤＯの役割 １．沿革：昭和５５年、「石油代替エネルギーの開発及
び導入の促進に関する法律」の施行により設立。
平成１５年１０月１日、独立行政法人化。

２．役職員数：役員９名、職員数８５８名（H23.9.1）
３．平成２４年度要求額（２３年度予算額）

（億円）


